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エグゼクティブサマリー
マレーシアは2019年6月28日に、支払利子の損金算入制限（過大支払利子税制）
に関する規則（以下、「同規則」）1を発表しましたが、2019年7月5日、マレーシア 
内国歳入庁（IRB）は、同規則を補足するガイドライン（以下、「同ガイドライン」） 
を公表しました。これらの規則とガイドラインは、2018年11月2日に公表され
2018年12月27日に成立した2019年度予算案2に盛り込まれた過大支払利子 
税制3を補完するものです。

本アラートでは同規則およびガイドラインの主要事項をまとめています。

解説
第140条C項では、関連者間取引における支払利子のうち、同規則による限度額を
超える部分について損金算入を制限することとしています。

同規則が適用されるのは、関連者間内で金融支援を受け、基準年度である賦課年度
（Year of Assessment）4におけるすべての金融支援に対する支払利子の合計額
が500,000リンギット（125,000米ドル）を超える場合です。
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同規則によって定義されている主な用語は次のとおりです。

• 関連者間取引は、以下に該当する場合、関連者間の金融支
援として扱われます。

• 一方が他方を支配している、または

• 両者とも同一の者（第三者）によって支配されている 

• 金融支援には、融資、信用状、前渡金、債務保証またはその
他の保証、担保の提供が含まれます。

• 支払利子は次のとおりです。

• あらゆる金銭債務に係る元本以外の金銭、または

• 経済的な性質が利子と同等であるもの（資金調達に関連
して生じた費用を除く）

また、同規則およびガイドラインでは、同規則の対象とならない
納税者の範囲も明らかにしています5。

• 個人

• 銀行、保険会社、再保険会社等の認可された金融機関（ラブ
アン金融機関を含む）

• 2007年所得税（建設契約）規則で定義されている建設請負
業者

• 2007年所得税（不動産開発業者）規則で定義されている 
不動産開発業者

• 非課税事業体6

同ガイドラインでは、関連者からのクロスボーダー金融支援、お
よび第三者からのクロスボーダー金融支援でもマレーシア内
外の関連者から保証を受けている場合は、同規則およびガイド
ラインが適用されることを明らかにしています。ただし、過大支
払利子税制は、スクーク（イスラム債券）を発行する目的のみで
設立された特別目的事業体には適用されません。

損金算入限度額
同規則およびガイドラインでは、損金算入限度額は税務上の
EBITDA7の20%と規定されています。

超過利子額の繰越
企業の支払利子が税務上のEBITDAの20%を超える場合、そ
の超過分を繰越し、その後の賦課年度において企業の調整後
所得から控除することができます。どの賦課年度においても、
損金算入額は税務上のEBITDAの20%を限度とします。企業
は、超過利子額の全額が完全に損金算入されるまで、その後の
賦課年度に支払利子がない場合でも、繰り越された支払利子
を限度額まで損金算入することができます。

なお超過利子額の繰越は、翌賦課年度において企業の株主が
実質的に同じであるということを内国歳入庁が確認しているこ
とが条件となります。同規則はまた、株主が「実質的に同じ」で
あることを確認する方法についても明らかにしています。

巻末注
1. 2019年所得税（利子の損金算入に係る制限）規則（Income Tax (Restriction on Deductibility of Interest) Rules 2019）[P.U.(A). 

175/2019]。
2. 2018年12月4日付EY Global Tax Alert 「Malaysia releases 2019 Budget」、および2019年1月3日付EY Global Tax Alert 「Malaysia 

enacts 2019 Budget proposals」をご参照ください。
3. 1967年所得税法（Income Tax Act 1967： ITA）セクション140C。
4. 通常、会計期間と一致します。
5. 同ガイドラインでは、それぞれの規則（建設請負業者または不動産開発業者）に明記されていない他の事業所得を有する場合、当該事業所
得は第140条C項および同規則の対象となることを明らかにしています。

6. ITAパラグラフ127(3)(b)またはサブセクション127(3A)に基づきます。
7. 当該用語の定義は煩雑となるため、本アラートではその目的から割愛しています。

https://globaltaxnews.ey.com/news/2018-6396-malaysia-releases-2019-budget
https://globaltaxnews.ey.com/news/2019-5015-malaysia-enacts-2019-budget-proposals
https://globaltaxnews.ey.com/news/2019-5015-malaysia-enacts-2019-budget-proposals
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本ニュースレターに関するご質問・ご意見
等がございましたら、弊社の担当者又は 
下記宛先までお問い合わせください。

EY税理士法人
ブランド、マーケティング アンド コミュニケーション部
tax.marketing@jp.ey.com

メールマガジンのお知らせと登録方法
弊法人では、上記ニュースレター、専門雑誌への寄稿記事及び海外の税制動向を定期的にメールマガジン
にて配信しております。
メールマガジン配信サービスのお申し込みをご希望される方は、以下をご参照ください。
1. http://www.eytax.jp/mailmag/ を開きます。
2. 「メールマガジンの新規登録について」に従い、メールマガジン登録ページよりご登録ください。
* なお、本メールマガジン登録に際しては、「個人情報の取扱い」についてご同意いただく必要がござい
ます。
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